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年イスラエルと周辺アラブ諸国との間で戦われた
６日戦争の重要な要因としてあることについては，
月川倉夫教授が国際法の視点から考察を加えてい
る3)。また，オレゴン州立大学アーロン・ウルフ
教授はじめ多くの研究者も，６日戦争を水政治学
と紛争の関わりという視点から論じている4)。
６日戦争後イスラエルの管理下に置かれたヨル
ダン川西岸，ガザにおいて1985年から勃発した第
一次インティファーダから続くイスラエルとパレ
スチナ紛争の背後にも，イスラエルの水政策と地
下水帯の水分配の問題が存在していることは，へ
プライ大学トルーマン平和研究所エラン・フェイ
テルソン教授ほか多くの研究者が指摘している5)。
このように６日戦争後の紛争についても，水資源
の確保と領土の領有とが密接に絡んだ｢水政治学」
の視点がさらに重視されるべきであろう。
イスラエルとシリア⑰ヨルダン，エジプトをは
じめとする周辺アラブ諸国間のヨルダン川の水利
はじめに、
水問題が世界的に深刻化していく中で，各地で
水にまつわる紛争が絶えない。この点について国
際河川法は，水源を保有する上流国が河川の水の
使用優先権を持つと規定するハーマン主義に立脚
した判例だけではなく，開発優先を唱える下流国
の利益を重視した判例，さらには流域内の需要を
満たしてから流域外へ配分するという流域内優先
原理に立脚した判例なども含んでいるものの，法
的な規範が確立されているとはいいがたい2)。
この論文はイスラエルの水政策と国際河川であ
るヨルダン川流域の水利権争いに焦点を当てたも
のであるが，上述のような事'情から，この地域に
おける水紛争が他地域のそれと同じように，国際
河川法に則って整然と処理される'性質の問題では
ないことをはじめに確認しておきたい。
さて，そのヨルダン川流域の水利権争いが１９６７
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1950年代にイスラエルが国営水輸送網の建設に
着手し，ネゲブ砂漠までの水供給路の確保に乗り
出した際には，近隣アラブ諸国は，その計画が国
際河川であるヨルダン川の流域外への水供給を行
うものであることを理由に猛反発した6)。そのよ
うな経緯もあり，アラブ諸国は1979年まで，ネゲ
ブ砂漠に隣接するガザへのヨルダン川からの水供
給にも言及することはなかったのである。
しかし，ついにガザにも国際的な水供給計画が
浮上した。ヨム・キプール戦争後の1979年，キャ
ンプ・デービッド会談をふまえた実質的な和平の
共同事業計画を話し合う席上において，ナイル川
の水を水路によってスエズの地下をくぐらせ，シ
ナイ半島を縦断し，ガザ，エルサレム，ヨルダン
川西岸へ供給する「平和水路計画」の実施がエジ
プトとイスラエルの間で話し合われたのであっ
た7)。同計画はいったん姿を消した。そして，そ
の後'993年の中東和平を機に，再びさまざまな国
際的水政策とそれに連動した国際河川の転流計画
がだされるようになった。そうしたなかで，テル
アビブ大学，エリシャ・カレイ博士は，「ナイル
川の水はパレスチナ自治区へ送り，リタニ111の水
はイスラエルへ分配することが地域の水利権にま
つわる紛争を緩和する政策となる」と述べ，ナイ
ル導水計画の実施の再検討を提言している8)。そ
れはこの「ナイル川導水計画」がガザとヨルダン
川西岸とイスラエル間にある緊張緩和に効果的で
あると考えられているからに他ならない。
本論文では，こうした国際河川の大規模な転流
計画が，どのような経緯をもって不調に終わって
いくのか，また，そのはざまで1967年から1979年
の10年間に低開発地域であるガザが抱えた水問題
はどのようなものであり，第一次インティファー
ダとその後の紛争とどのように関連していくのか
を考察していきたい。
第一節では，ヨム・キプール戦争後，キャン
プ・デービッドにおいて協議されたナイル川のシ
ナイ半島，ガザ，エルサレム，ヨルダン川西岸へ
の大規模な転流「平和水路計画」がどのように立
ち消えていくのか，それはイスラエルとガザ，周
権をめぐる水政治学的確執は，パレスチナがオス
マントルコ統治時代から1922年のイギリスあるい
はフランスの分割委任統治時代へと移行する頃か
ら，ユダヤ人入植とそれに伴うユダヤ機関，ユダ
ヤ系パレスチナ住民とアラブ系パレスチナ住民と
の間で，営々と続いてきた。すなわち1922年のヨ
ルダン国独立とともに国際河川となったヨルダン
川の水分配問題は，国際問題となり，多国間の利
権争いから６日戦争，ヨム・キプール戦争，リタ
ニ作戦と次々と勃発した紛争の要因の一つであり
続けた。そのような不安定な情勢の中で，この地
域の水問題は，イスラエルとアラブ諸国の間のみ
ならず，この地域に調査団を送り出し調整に乗り
出した国連，アメリカも加えて，1939年のイオニ
デス案から1955年のジョンソンプランまで11の国
際的水配分計画が発表されたものの水配分量の調
整が折り合わず，不調に終わっていった。1956年
からは各国独自のプランが発表されるが，それは
自国の利益優先の立案であり，地域全体の協調を
考慮した水分配とは，ほど遠いものであった。さ
らに，イスラエルが独自に国営水輸送網の建設に
乗り出し，それが1963年ネゲブ砂漠まで開通する
と，アラブ諸国は対抗策立案に乗り出した。１９６４
年アラブ首脳会議においては，シリアとヨルダン
領内のヨルダン川支流の転流によってイスラエル
の水補給を激減させるアラブ・ダイバージョン計
画が承認された。
1967年６月５日にイスラエルとアラブ諸国の間
で勃発した６日戦争は，６日間のうちにイスラエ
ルがゴラン高原，ヨルダン川西岸，ガザ，シナイ
半島を占領して停戦に至った。イスラエルの水政
策はこの時点から，ヨルダン川西岸とガザの地下
水帯を含むものとなった。
ガザは国際法上，ヨルダン111流域でもナイル川
流域でもない。そのため，長い間，水源を地下水
帯に依存してきた。さらに，同地区の一番近い淡
水源は，ヨルダン川であるが，1939年のイオニデ
ス案から1955年のジョンソンプランまで，浮上し
ては不調に終わるヨルダン川流域の国際的水配分
をめぐる計画から同地区はずっと外されてきた。
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辺アラブ諸国にとってどのような影響を与えるも
のであったのかをあきらかにする。第二節では，
イスラエルのガザに対する水政策を概観し，イス
ラエルの水政策においてガザがどのような位置に
置かれていたかをまとめる。第三節では，1970年
代のイスラエルのガザ開発と水配分の問題点を考
察する。
供給した。言い換えれば，エジプトはガザにおけ
る水供給の責任を負わなかったのである。
井戸掘削に対する規制がなかったガザは，１９３０
年代から1967年までの約30年の間,年間およそ1.1
億㎡の地下水を汲み上げ続けた。その結果，１９６７
年には，ガザの地下水は過剰汲み上げにより，す
でに塩化していたのであった'0)。
一方，イスラエルは1970年代初めにエオールプ
ランにおいて，ナイル川の導水計画を構想してい
た。エオールプランは，ナイル川の水を水路へ引
き込みシナイ半島を縦断させてガザへ導水する計
画であったu)。ナイル川の水をシナイ半島からイ
スラエルへ導入することは，すでに1902年にテオ
ドール・ヘルツェルによって構想されたことであ
った。さらに'974年には，当時夕ハル（イスラエ
ル水計画会社）の役員だった（後にテルアビブ大
学へ移った）エリシャ・カレイによって同様のナ
イル川導水計画が作成された。
ナイル川からの水路がガザを通過し，イスラエ
ルへ導水ができるならば，地下水の過剰汲み上げ
を防ぐと同時に，ヨルダン川の水を節水すること
が可能になる。1970年代初めに作成されたエオー
ルプランには，ガザの水供給についてのイスラエ
ルの厳しい認識が反映されていたといえよう'2)。
しかしこうした大規模な国際河川の転流計画が実
施される前提として，周辺諸国との安定した和平
関係が保たれる必要があることを，イスラエルは
まさに６日戦争の経験をもって認識していた'3)。
そのような経緯もあって，ヨム・キプール戦争
終結後，エジプトとイスラエルが抱え込んだ水問
題の一つが，平和を協議する席に持ち込まれたこ
とは画期的な出来事であった。それは，平和が来
れば水問題の解決策を話し合う機会が生まれると
いう好例を示すこととなったのである'4)。
1978年にアメリカ，キャンプ・デービッドでエ
ジプトのアルワン・サダート大統領とイスラエル
のメナハム・ベギン首相は和平協定を結んだ。そ
の後1979年１月，エジプトの新聞は，エジプト政
府がイスラエルとの共同事業計画として，ナイル
川導水を計画していることを「新たな信頼関係」
第一節ナイル川導水計画「平和水路」と
ガザ
イスラエルは６日戦争でゴラン高原とヨルダン
川西岸を管理下においたことにより，山岳地下水
帯全域とヨルダン川全流を管理下においた９１。ま
たエジプトからガザを奪取したことにより，イス
ラエルは沿岸地下水帯の全域およびガザ地下水帯
をも管理下においた。それと同時にイスラエル
は，６日戦争で管理下においた西岸，ゴラン高原，
ガザ，シナイ半島の水供給の必要に迫られた。ヨ
ルダン111流域であるゴラン高原，ヨルダン川西岸
に関しては，水配分量が問題となった。しかし，
水源をガザ地下水帯に大きく依存するガザとシナ
イ半島に関しては，その不足分をヨルダン川から
補うことができるとは考えられていなかった。
1948年から1967年までのガザの水供給は地下水に
依存していた。なぜなら，ガザの一番近い国際河
川はヨルダン川であるにもかかわらず，同地区は
国際法上では流域外とみなされ，ヨルダン川から
ガザへの水配分は視野に入れられることはなかっ
たからである。また，この間，エジプト軍事管理
下におかれたガザは，浮上しては不調に終わるヨ
ルダン川の国際水配分の争いからはそもそも孤立
していたといういきさつもある。エジプトはガザ
を軍事管理下においていたが，エジプトの国内法
は適用させず，イギリス委任統治下時代の法律を
引き継いで施行していた。水供給は自治体に任さ
れ，水は自治体から市民に分配されていた。水資
源は井戸の掘削に依存していたが，井戸掘削に対
する規制はなかった。また難民キャンプにおいて
は国連パレスチナ難民救済事業機関が食糧と水を
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らの都合によっていつでも水供給の元栓を閉めて
しまうことができるようなプランには不快を感じ
る」とあからさまに反発した'7)。
しかし，反発したのは当事国であるイスラエル
とエジプトだけではなかった。この計画に猛反対
を示したのが，ナイル川上流国であり，青ナイル
の水源を持つエチオピアであった'8)。
ナイル川はヴィクトリア湖から流れ出す全長
67,000kmの世界最長の国際河川である。本流であ
る白ナイルは水源をコンゴ，ブルンジ，ルワンダ，
タンザニア，ケニア，ウガンダに持ち，スーダン
へと流れる。この白ナイルの流れは，スーダン北
部から砂漠を通過する間に水が蒸発し，水量が激
減する。しかしスーダンの首都ハルツーム近郊で
エチオピアを水源とする水量豊富な青ナイルと合
流し，さらにこれも水源をエチオピアに発するア
トラバ川を合わせて，エジプトのアスワンへ流れ
る。アスワンハイダムのナーセル湖は最大貯水可
能量9.12億㎡の巨大貯水池である。これは青ナイ
ルの水流なしにしては維持できない水量である。
冷戦下，ナーセル大統領時代にエジプトがソ連
の援助を得て，アスワンハイダムを建設して以来，
その上流国で水量豊かな青ナイルの水源を持つエ
チオピアは地政学的にも水政治学的にも優位にあ
るはずだった。しかし，低開発地域であり水利用
が少ないエチオピアは，下流国であるエジプトに
対しては，上流国の優位よりもかえってエジプト
が主張する開発優先権を根拠とする水の使用を認
めていた。また，そもそもナイル川流域はアフリ
カ大陸有数の貧困地帯を抱えていたから，流域内
の水需要を満たしてから流域外に配分するという，
国際法の流域内優先原理に照らし合わせて，流域
諸国の合意を取り付ける必要がなかったというこ
とも事実である。
当初サダート大統領は，エジプトの開発優先を
掲げ（下流の論理)，水の使用にエチオピアの指
図は受けないと強気であったが，しかしそれでも
エジプトは上流国のエチオピアに対して注意を払
う必要があった。なぜなら，エジプトはナーセル
大統領時代に東側陣営に属し，アスワンハイダム
の表れとして報道した'5)。サダート大統領はその
数日後モロッコのフセイン王との会談で自らこの
計画に言及した。しかし，イスラエルと近隣アラ
ブ諸国の間では，６日戦争後も水問題は政治的問
題であり続けた。そのため，エジプトのこうした
決定は，アラブ諸国からの反発を招いた。しかし
エジプトは，考えを変更することなく，1979年９
月，イスラエルに場所を移して各論の話し合いに
入った。その際，サダート大統領は「なぜこれま
でナイルの水をネゲブ砂漠へ運ばなかったのか」
と発言した'6)。こうして，サダート大統領の提案
をきっかけに，ナイル川導水計画は，公式の場で
検討されることになったのである。
その提案は，ナイル川からスエズ運河を潜りぬ
ける水路をシナイ半島へ渡し，そこからさらに水
路を延長してガザ，東エルサレムを通り，ヨルダ
ン川西岸地区からネゲブ砂漠へ水を運ぶものであ
った。この計画によれば，イスラエルは年間3.65
億㎡の水供給を受け，エジプトは上流国の優位を
確保しつつ，ガザ，ヨルダン川西岸，東エルサレ
ムの重要問題の一つである水問題に解決の糸口を
見出すことで，これらの地区へより大きな影響力
を誇示することができる。さらには，その見返り
として，イスラエルから，水路建設と灌慨の技術
提供を受けることも可能となる。そのうえ水路が
実現するとシナイ半島の灌概が実現し，農地の増
加が見込める。エジプトにとっては得るところは
多かったのである。
エジプトのサダート大統領とイスラエルのベギ
ン首相はナイル川からガザ，ヨルダン川西岸，東
エルサレムへ水路を通し導水する構想をそれぞれ
国内で検討する運びとなった。問題が生じたのは，
この局面においてであった。
エジプト国民にとってナイル川は国の象徴であ
り，イスラエルに敵対してきた彼らにとって，そ
のナイルの水をイスラエルへ導入することには深
い抵抗感があった。他方イスラエル国民も，水の
元栓をエジプトに預けるプランに不安を隠さなか
った。当時農業大臣であったイスラエル右派，リ
クード党のアリエル・シャロンは「エジプトが彼
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の建設援助をソ連から受けたのであるが，まさに
そのとき，アメリカがイギリスの影響力の強い皇
帝ハイレ・セラシエー世を擁するエチオピアに働
きかけて，２６のダムを建設してスーダンの国境地
点で5.4億㎡の流量を減少させる計画をたてたこ
とがあったからである'9)。もし，そのときと同じ
ようにエチオピアが国際援助を受けてダム建設に
乗り出すことがあれば，それは最下流にあって，
水量の80％を消費する巨大消費国であるエジプト
を窮地に追い込むであろう。エチオピアもそのこ
とを十分に理解していた。さらにエチオピアは
1970年代まで，イスラム諸国に囲まれたキリスト
教国であったため，エジプト国内のコプト系キリ
スト教徒との関係がうまく保てないサダート大統
領は，エチオピアのコプト系キリスト教徒の自国
への影響力に神経を尖らせていた。
そのうえ，エチオピアでは1960年から混沌とし
た政治転換期を経て1979年に労働党組織委員会が
設置され，同党は1984年，ソ連の路線に沿ったマ
ルクス．レーニン主義政党としてエチオピア労働
党となった。このように，ナイル導水計画があき
らかになった1979年は，エチオピアが冷戦下で，
西側から東側へ転換した時期に当たっていたので
ある。
当時，アメリカとの関係を重視する方向転換を
果したエジプトにとって，ソ連との関係を重視す
る政治的転換を示していた上流国のエチオピアは，
喉元に刺さった鰊のような存在だったのである。
ここでエチオピアの1900年代の政治的な転換を
術脚しておくこととする。1936年にイタリアの侵
攻を受け，その際に国外脱出した皇帝ハイレ・セ
ラシエー世が，1940年代イギリス軍の支援でエチ
オピアに帰還し，イギリス統治下にあったエリト
リアを併合したことから，1960年にエリトリア分
離運動が勃発していた。それ以後，非合法集団が
軍事活動を起こし，エチオピア人民革命党などが
主導するエチオピア社会主義運動と左翼系政治運
動が起こった。それに端を発した国内の混乱は
1974年のウェロとティダ両州で起こった旱紘と飢
餓を政府が隠蔽したことで激化し，ついに軍部が
政府を転覆させて，皇帝は1974年に退位した。そ
してその後，1975年に臨時軍事行政評議会（デル
グ）が政権を掌握し，エチオピア人民革命党とエ
チオピア社会主義運動を壊滅，1979年にデルグは，
労働党組織委員会を設置して，ソ連の路線に沿っ
たマルクス・レーニン主義政党に転換していった。
そのことは，ソ連からの援助を仰ぐ東側陣営に入
ったことをあきらかにすることとなった。それゆ
えに，このような地政学的な理由から，エチオピ
アは，アメリカ主導で成り立った和平のもとで提
案されたナイル川導水計画にいち早く反対を表明
する必要があったのである。
さらに加えて，下流国でエジプトに次ぐ水消費
国であるスーダンも同じく1979年に反対を表明し
た。スーダンもまた，国内紛争を抱えていた｡1970
年代半ばにスーダンは北部で年間４億㎡の沼地を
蒸発させ，灌概をしたが，１０年も経たないうちに
農地では水が不足し始めていた。そこでスーダン
は，エジプトとフランス企業の協力によって北部
の状況を改善する事業に着手した。ジョングレイ
水路の建設であった。しかし，もともと雨量，水
量豊かな北部に対して，水供給が＋分ではない南
部のアフリカ系住民は北部のイスラム系住民がナ
イル川からジョングレイ水路を建設し，さらなる
導水を実施しようとすることに強く反対し，攻撃
を加えたのであった。南部のアフリカ系住民で組
織されるスーダン人民自由軍(SudanPeoplesLib‐
erationArmy）と北部のイスラム系住民のこの水
にまつわる紛争は年々激化していった。スーダン
の紛争の原因は水供給のアンバランスにあった。
自国にそのような水供給不足の問題を抱えていた
同国には，ナイルの水をイスラエルへ導水すれば
水配分にさらに深刻な変化が出るのではないかと
いう不安があった。スーダンは，そのような国'情
があって，イスラエルへの水供給に同意するわけ
にはいかなかったのである。
イスラエル国内でも，東エルサレムにエジプト
からの水が供給されることに右派政党の反発が強
かった。しかもこの計画によって結局エジプトが
水供給するのはイスラエルではなくイスラエルの
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足解消策については，政治的困難と経済的負担を
要する国際河川の転流計画の実現化を検討するよ
りも海水脱塩化のコスト削減にかける期待が大き
くなっていた。またそのための研究が進んでお
り，2000年には世界で一番の低コストにたどりつ
いた。加えてトルコからメズーサバッグによる海
上輸送で水を輸入することも開始した。
これらの水供給方法の開発により国際河川の転
流計画が積極的に話し合われることは少なくなっ
てきた。このような複数の理由がありナイル導水
計画は実質的な話し合いを見ないまま置き去りに
されている。
管理下にあるガザとヨルダン川西岸，および東エ
ルサレムである。そうとなれば，イスラエル管理
下にあるこれらの地区への影響力は，イスラエル
よりも水の元栓を握るエジプトのほうが増すとい
う懸念もあった。最終的にベギン首相は，「エル
サレムに水を供給する問題とシナイ半島への水供
給は別問題である」とサダート大統領に告げた20)。
こうしてナイル導水計画「平和水路計画」は不調
に終わっていった。こうした結果からすると，同
計画の打ち上げそのものが単なる外交のパフォー
マンスではなかったのかという疑いも生じる。さ
らなる詳細については2008年以後のキャンプ・デ
ービッドに関する資料公開を待たなければならな
い。しかし，1995年の中東和平の締結とともに再
び水問題は話し合われた。なぜなら，キャンプ・
デービッド後，エジプトもイスラエルも，ナイル
川の水の導入によって，水供給の一応の安堵をみ
るはずであったガザについては，何ら注意を払っ
てこなかったために，ガザの水問題がますます深
刻になっていったからであった。
ガザは，河川からの安定した水補給の路を閉ざ
されたまま，唯一の水資源であるガザ地下水帯の
水を汲み上げつづけ，水質汚染，生活水，農業用
水の不足と水，土壌の塩化などの環境破壊を経験
した。そのうえガザでは，1980年代，1990年代と
止まることのない人口増加も重なり，水補給は切
実な課題となり，その解決策が投じられないまま
に，さらなる環境問題の悪化を抱えていくことと
なった。
ナイル導水計画は1993年以後にエリシャ・カレ
イ，アーロン・ウルフなどによって水政策と中東
和平という視点から再び検討された。しかし計画
は実現を見ないまま2000年に入り，アルアクサ・
インティファーダ勃発とともに，和平は停滞した。
1990年代のナイル導水計画が実現に至らなかっ
た理由は複数あげられる。まず砂漠地帯であるシ
ナイ半島の産業は観光を主としており，農業に転
換する必要はなく，さらに工業を起こすためには
大規模な設備投資が必要であった。
そのうえイスラエルでは1990年代に入ると水不
第二節イスラエルの水政策とガザ
この節では，イスラエルが自らの社会と経済を
建設するにあたって，水の需給関係が一貫して逼
迫したものであったことを明らかにし，そのこと
がガザに対する水政策にも影響を及ぼしたことを
論じる。まず，イスラエルの国内における水政策
を顧みて，それが自国に対する水供給ですらいか
に余裕のないものであったかということを明らか
にしておく。
イスラエルの人口は1948年には914,700人であ
ったが，1967年にはそれが2,776,300人に増加し
た。その人口はおもに都市に密集し，都市の市街
地化拡大が進んでいった。それと同時に，イスラ
エルでは，1948年から1967年までの間に農地と灌
概地域が拡大していった。イスラエルが慢'性的に
水不足の状態にあった理由は，人口増加だけでは
なく，このような農業用水の供給増加もあげられ
よう。
水不足を緩和するために，1953年にイスラエル
政府は国営水輸送網の工事に着手した。ガリラヤ
湖を貯水池とし，その水を輸送パイプあるいは水
路によって，ネゲブ砂漠まで輸送するこの計画に
対して，周辺アラブ諸国からは，イスラエルが大
量の水をヨルダン川流域外のネゲブ砂漠へと取水
することに強い不満が示された21)。アラブ諸国が
批判の根拠としたのは国際河川法の流域内優先原
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理（流域内の需要を満たしてから流域外へ供給す
る）であった22)。
しかし，イスラエルにはイスラエルの逼迫した
事情があった。それは，工事完成までに時間を要
する国営水輸送網だけでは都市への水供給が間に
合わないということであった。そこで着目したの
が当時，まだ塩化していなかった山岳地下水帯か
らの地下水の汲み上げであった。すなわち，イス
ラエルは自国領内からヨルダン川西岸の地下にか
けて広がる山岳地下水帯に着目し，1955年にイス
ラエル領内から汲み上げを開始したのである。
ここで，イスラエルの地下水帯について説明し
ておこう。それは山岳地下水帯と沿岸地下水帯の
２つに大きく分かれる。前者を代表するのが，豊
富な水量を有するヨルダン川西岸の山岳地下水帯
である。その開発可能な水量は年間６億㎡と試算
されていた。さらに，ヨルダン川西岸の山岳地下
水帯は大きく三つに分かれる。第一に，ヤルコン，
アレキサンドリア，ハデラ水系を集めるヤルコン
ータンニム地下水帯（西部地下水帯)，第二に，
サマリア水系，ナブルスージェニーン水系を集め
るギルポアーベト・シャン地下水帯（北部地下水
帯)，第三に，プケアーマリ，ファラ，アルジャ
ーファサイルラマラーエルサレム，死海の五つ
の水系から構成される東部地下水帯である。最初
の二つの地下水帯は地下で連結し，イスラエル領
内にグリーンラインをまたいで広がっているため，
イスラエルにとっては摂取しやすい地下水であっ
たといえよう23)。次に，沿岸地下水帯である。
沿岸地下水帯は地中海沿岸，ハイファの南から
テルアビブ，アシュドットにかけてのイスラエル
領内の沿岸地下水帯であり，ガザの地下にあるガ
ザ地下水帯と隣接している24)。
イスラエルのハイファ，テルアビブといった都
市の地下にある沿岸地下水帯からの水の汲み上げ
は早くから行われていたが，それはすでに塩化を
きたすようになっていた。すなわち，1950年後半
から1960年初めの時点で，地中海沿岸に広がる沿
岸地下水帯からの取水段階で20％の地下水が塩化
していたのである。ここから，イスラエルの水事
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エルに占領される以前に，そのガザ地下水帯がす
でに塩化をきたすようになっていたのである。イ
スラエルはそうした状況のガザを占領下に置いた。
そこには自国と同じような水質悪化という深刻な
問題が待ちかまえていた。この節では，最後に，
ガザの占領時点におけるイスラエルの水政策の基
本方針を指摘しておく。その後のイスラエルによ
るガザへの水供給については，次節で論じる。
1967年にガザ地下水帯とヨルダン川西岸の山岳
地下水帯全域を自国の管理下に収めたことは，余
裕の無い水供給を実施していたイスラエルにとっ
て，水源を確保するという利点をもたらすことと
なった。ここで重要なことは，イスラエルがそう
した利点と同時に，占領地への水供給の責任をも
抱え込んだということであった。しかし，イスラ
エルはガザへの水供給を生活用水に限定した。そ
して，イスラエルが1955年から汲み上げを開始し，
先取者優先を主張しているヨルダン川西岸の山岳
地下水帯から汲み上げた水の配分をあてることに
なった。
イスラエルの沿岸地下水帯の上には，北はハイ
ファから南はテルアビブまで，都市と近郊の商業
地帯と工業地帯が連なっている。そこにはガザと
同じく小さな河川があるだけである。そのことに
加えて，イスラエルには地中海沿岸地域が淡水の
供給が可能である国際河川のヨルダン川流域とは
みなされないという国際法上の事情があった。そ
うした事'情からイスラエルは国営水輸送網の建設
を完成させた。そして，それは塩化をきたすよう
になった沿岸地下水帯の汲み上げを最小限に留め
るという効果も持っていた。しかし，それにもか
かわらず，山岳地下水帯の汲み上げも行わなけれ
ばならなかったところにイスラエルの水問題が集
約されていた。
こうして自国の水供給のみで窮するイスラエル
は，国営水輸送綱からヨルダン川西岸とガザへ水
供給をすることに踏み切ろうとはしなかった。そ
して，ガザとヨルダン川に対しては，イスラエル
軍による人道的な支援として生活用水に限定して，
山岳地下水帯から汲み上げた水を分配することに
業がすでに自然環境の持つ水供給の許容範囲を部
分的に超えて，環境の悪化を招いていたことがわ
かる25)。
そこで，まだ塩化していなかったヨルダン川西
岸の山岳地下水帯からの汲み上げを開始したので
あるが，その地下水供給を加えた1958年の使用可
能水量12.74億㎡のうち，生活用水1.96億㎡，工
業用水0.46億㎡，農業用水10.32億㎡が消費され
た。このうち生活用水の消費に関しては，各都市
での節水対策が効果を表し，－人当たりの使用量
は年間約80㎡以下となっていた26)。それにもかか
わらず，余裕の無い供給が続いていたということ
ができる。
その後も，人口が増加傾向をたどったこともあ
り，水の需要量はますます増加していった。しか
しながら，農地に回される水はそれにも増して目
立って多く，いかに農業が国の主要産業として保
護されていたかをうかがわせる27)。農業灌概に使
用する水量が群を抜いて多量であるという傾向は
1970年代まで確実に続いた28)。大規模灌慨農業に
力を入れ，農業の機械化を図る傾向は世界で主流
となっていた。イスラエルもまた，例外ではなか
った。しかし，そのため1970年代に水質の塩化が
進んだのであり，そこでイスラエルは5,000ppm
以上にまで塩化した水を，アメリカから導入した
逆浸透膜モジュール方式の脱塩装置を使用して
3,500ppmまで脱塩化し，淡水化するという措置
をとるようになった。水の汽水化はネゲブ砂漠北
部と西部でとくに顕著に見られたので，砂漠の中
の都市ベエルシェバで淡水化が実施された。その
他の地域では汽水をそのまま使用して，淡水魚の
養殖などが行われていた。
さて，ガザの地下には，北方にあるハイファの
カルメル山から地中海沿いに2,200kHfに渡って広
がる沿岸地下水帯に隣接するガザ地下水帯がある。
それは沿岸地下水帯に隣接するが，一応それから
は独立した地下水帯である。この地域の雨量は，
年間約400ｍｍである。大きな河川を持たない面
積3651miのガザは，水資源をこのガザ地下水帯に
依存してきた29)。前節でも触れたように，イスラ
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なったのであった。
次節ではこうしたイスラエルのガザに対する水
供給政策の限界を明らかにし，ナイル導水計画の
意義をあらためて強調することとする。
た。また，水政策もイギリス委任統治時代の政策
を引き継いでおり，井戸を掘削して水が供給され
たが，井戸掘削そのものに対する規制はなかっ
た33)。
このように，1967年までエジプトがこの地域を
工業化しようとはしなかったこともあって，工業
は無いに等しい状態だったが，農業に関してはエ
ジプトへの柑橘類の輸出があったため，キャンプ
の難民は農業あるいは年間1,000tの水揚げが見
込める漁業に不定期な労働を求めていた。しかし
それにも限界があり，ガザの難民キャンプには失
業が蔓延していた。
ガザがイスラエルの管理下にはいると，状況に
は変化が生じた。まず，ガザの労働力が仕事を求
めてイスラエルに流出した。イスラエルの建築現
場は重労働を請け負う労働力を，あるいは低賃金
労働の需要がある職場は一般的な労働力を，それ
ぞれガザから吸収していった劃)。また，1967年以
降，ガザの農産品と魚類はイスラエルで市場を開
拓していった。1968年にはイスラエルから初めて
の農産物加工工場の進出があり，さらにイスラエ
ルはガザ北部の工事現場で雇用を創出した。しか
し大半の住人は自宅に小さな農園を作り，それを
近所へ売って，細々と生計をつないでいるのが実
情だった。
イスラエルもエジプトほどではなかったにせよ，
基本的にはガザに大規模な工業化あるいは経済活
動を持ち込むことには消極的であった。ただし，
何らかの雇用創出は必要であったため，上述した
農作物加工に連なるガザ開発計画でのイスラエル
は1967年にガザの13,700haを灌慨し，柑橘類農
場を創設した。この農場は東ヨーロッパにガザ・
フルーツを輸出する本拠地となった。またイスラ
エルは加えて1,000ｈａを灌慨し，オリーブ農場と
し，3,500ｈａを灌概して野菜栽培をすすめた35)。
しかし，こうした大規模な灌概が行われたこと
が，ガザの水質汚染をさらに深刻化した。また農
業用水の需要が伸びたことによって，生活用水，
飲料用水との水配分に大きな差が出てきた。１９６７
年の水の消費は，８５％が灌概に割り当てら
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まず，ガザの人口の推移をたどっておく。それ
は1945年に7,2000人であったが，独立戦争の際に
イスラエルから大量難民を受け入れたため，１９４９
年にはおよそ240,000人へと大幅に増加している。
さらに，1967年には380,000人となった。lkniに
937.2人が住んでいたという勘定になる。そのた
め，ガザもイスラエルと同様に，食料，飲料水，
生活水の消費が増加した30)。ＵＮＲＷＡ（国連パレ
スチナ難民救済事業機関）管理下の難民キャンプ
居住者は316,776人であった31)。その後は，６日戦
争のときに被災したために住民の流出があ
り，1968年に人口は356,800人と一時的に減少す
るが，1979年までの１０年間に444,700人に増加し
た32)。
1967年まで，ガザはアラブ系住民の居住地区で
あった。人口の99％はイスラム教徒で，キリスト
教徒の比率は１％にすぎなかった。ユダヤ系住人
のキブツであるクファル・ダロンが1948年に破壊
され，それ以来エジプトの軍事管理下でユダヤ系
の入植はなされなかった。ガザにユダヤ系の入植
が再開されるのは1970年代に入ってからのことに
なる。
つぎに，エジプト統治時代のガザにおける水政
策と産業政策について触れておく。イギリス委任
統治時代のガザは人口も少なく，開発の手の入っ
ていない地域であった。つづいてエジプト軍事管
理下のガザでは，独立戦争の際のイスラエルから
の難民流入のために難民キャンプの人口が膨れ上
がり，余剰労働力が発生したにもかかわらず，そ
れを吸収できるようなエジプトからの目立った工
業の進出はなかった。エジプトはガザをイスラエ
ルの攻防の前線とみなしていたのであり，同地区
にはなんら経済的役割を担わせようとはしなかつ
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れ，５％が生活用水その他となっている36)。すで
に述べたようにイスラエルは生活用水のみを人道
的に供給している。ということは，農業用水の需
要の伸びは相変わらず地下水に依存しなければな
らなかったということである。
このように，イスラエルは占領と同時に，ガザ
へ大規模近代農業を持ち込もうとしたのである。
ガザには目立った産業も無く，小規模農園が点在
する低開発地域である。こうした低開発地域に近
代化した大規模農業を導入する例は，第一節にあ
げたスーダンのみならず，アフリカ諸国でも多く
みられ，それは1960年代の世界的傾向であった。
しかし，タンザニア，ザンビア，ジンバブエなど，
どの地域も例外なく，後に灌慨による土地の塩化
をみていた。さらに大規模農園は維持していくた
めには費用がかかる。機械の導入も必要不可欠と
なり，エネルギー消費も高まる。そうしたコスト
の負担に耐え切れず，低開発国の大規模農業開発
が頓挫した例は，枚挙に暇が無い。そしてガザも
また灌慨による土地の塩化，地下水の塩化などの
環境破壊を経験し，他のアフリカ諸国と同じよう
な経緯をたどった37)。
そのうえ，生活用水をヨルダン川西岸の山岳地
下水帯から導入するという政策にしても，それが
十分ではなかったことをうかがわせる事実がある。
イスラエルが水管理を行うようになると，難民キ
ャンプへの水の供給は，イスラエルから国連を通
して実施されるようになった。他方，難民キャン
プ外のガザの市街地へはイスラエルから直接に水
が供給された。それまで住民の生活用水確保は井
戸の掘削によるものが大半であったが，それがイ
スラエルの管理下に入れられ，制限が施されるよ
うになったということである。しかし不法な井戸
の掘削は後を絶たなかった銘)。そのため水政策は
混乱し，確実な統計数字が取れず，計画立案に支
障をきたした。
このように人口の増加と農業の大規模化などが
重なり，水の使用量も増加するなかで，降雨によ
る地下水の還元量は目立って減少した。すなわ
ち，1967年には９千万㎡だった還元量が，1970年
に入ると４千万mfまで減少していた39)。地下水の
減少に伴い生活用水，飲料水のために確保する水
の量も減少した。
そうしたなか，1970年代にイスラエルの水会社
メコロットはイスラエル領内からガザに２本のパ
イプを通し，ガザ市と近隣の村へ年間5,000,000
㎡の水配分を実施した。なぜならこの時期にイス
ラエルからガザへの入植が開始されていたからで
ある。入植地には，スプリンクラーが作動する緑
の芝生と水をたたえたプールがあり，イスラエル
国内のどこにでもあるキブツの光景があった。ガ
ザの生活とかけ離れた，いかにもいびつな光景で
あるように思える。他方で，入植地に汚水処理施
設が十分に設置されていなかったために，それが
地下水の水質に少なからぬ影響を与えることとな
った。
このように地下水の使用量増加と還元量の著し
い減少が重なり，ガザ地下水帯の水質は海水が混
入するまでに悪化していった。入植地以外の地区
では汚水処理施設がさらに不十分であった。その
後，１０年も経たずして，ガザの生活用水には濁り
がでてくるようになる。ガザの人口増加に対して
イスラエルの水供給量が十分ではないこと，水不
足が年々深刻化していったことはあきらかであっ
た。1994年のＷＨＯ（世界保健機関）によるガザ
の水質調査では，塩化が300ppm‐1,100ppmとさ
らに進んだことが報告されたｲ゜)。
以上のことから，ヨルダン川西岸の山岳地下水
帯を水源としてガザの生活用水を確保するという
基本的な人道政策は，増大する農業用水のガザ地
下水帯への依存と住民による井戸の不法な掘削の
ために破綻に陥ったといわざるを得ない。
これらの反省点に立脚するならば，1979年のナ
イル導水計画は実現には至らなかったが，交渉段
階でより長期の計画を策定し，実行に移すべきで
あったことに筆者は疑いを持たない。もし段階的
にナイル川からの水路をスエズ運河を潜らせて，
エジプト領のシナイ半島にあるイスラエルの給水
ポイントであったエル・アリシュまで引いておく
ことができていたら，その後，継続した和平の中
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でガザまでの導水の可能性も皆無ではなかったで
あろう41)。
ガザの水質悪化と地下水帯の水量減少傾向はと
どまらず，基本的な生活を維持するために，ぎり
ぎりのところでの水確保がなされた。ガザ住民の
不満は積もり，そのまま，1980年代へ入っていく
のであった。1980年代半ばに始まる第一次インテ
ィファーダの背景には，彼らの鯵積した社会不満
があった。イスラエルは，環境の悪化と水問題も
その醤積した不満の中に含まれていることを認識
すべきであった42)。
以上のことから，1967年以後のガザにおいて，
イスラエルの水政策は適切ではなかったと指摘せ
ざるを得ない。イスラエルは大規模灌慨を実施し
たのはいいとしても，その結果，地下水を過剰に
汲み上げ，水と土地の塩化を招き，他方では汚水
処理施設の不備をそのままにしておいたために，
水のコストを吊り上げてしまった43)。そして何よ
り，イスラエルはガザの淡水源開発を怠った。ナ
イル川導水といった国際事業以外にも，汽水の脱
塩化，海水の脱塩と淡水化，雨水の貯水から汚水
処理施設の改善，降雨装置の導入まで実施可能な
水政策は多くあったはずである。
ガザは雨量が少ない乾燥地帯であり，水の枯渇
が憂慮されるため，政治的確執に捕らわれずヨル
ダン川あるいはナイル川からの淡水供給を実施す
べきではなかっただろうか。このようなガザの水
政策の失策が，住民の不満を買い，民族感」情を煽
って，第一次インティファーダの要因の一つとな
ったことは，あきらかである44)。
卜の冷たい平和の時代に入っていった。イスラエ
ルとエジプトの冷たい和平のはざまに立たされた
ガザは，ヨルダン川からもナイル111からも水の補
充供給を受けられないままに水供給源をガザ地下
水帯に依拠せざるを得ないという状態が続いた。
イスラエルの水政策では，自国民の生活水供給
と拡大する農地の灌概用水確保が優先され，ガザ
とヨルダン川西岸の占領地の水供給は人道援助の
範囲に止まり，それ以上積極的に水を供給する策
を実施しなかった。一方，アラブ諸国もガザの水
問題より，ヨルダン川の国際的水配分における各
国の優位を確保することを優先させたため，水供
給に関してガザは，どこからも積極的な援助を得
ることができなかった。
1967年以後，ガザの居住環境はますます悪化し
た。イスラエルは小規模工場を設立したり，灌概
による農地の拡大に乗り出したりするなど幾つか
の政策は実施したものの，ガザの人口の増加は止
まるところがなく，失業率ははねあがった。ガザ
の住民はイスラエル領内での単純労働を担う役割
を引き受けた。検問所には，建築現場などへ出稼
ぎに出る人の列ができた。
1970年代の時点で，ガザにはヨルダン川あるい
はナイル川から水路を引く，外国から水を購入す
るなど，何らかの問題解決策がとられなければな
らなかったことは間違いない。1970年代の終わり
にエジプトから提案されたナイル川導水計画は，
ガザにとっては，必要な計画であった。結果とし
て計画は頓挫し，ガザの水供給問題は，インティ
ファーダにいたる経過の中で，大きな要因の－つ
としてくすぶりつづけた45)。
1993年中東和平では，水問題は最優先課題の￣
つとして取り上げられた。1996年にはイスラエ
ル．パレスチナ合同水委員会が設置され，ガザに
関しては，イスラエルの脱塩プラントから年間
500万㎡の水をパレスチナへ販売することが決ま
り，パレスチナ側でパイプを設置することとなっ
た46)。1993年以後，水問題はパレスチナ自治政府
に引き継がれていったが，社会政策は不十分なま
まであり，貧富の格差は広がった。さらに，２０００
おわりに
ガザの水供給の責任は，オスマントルコ，イギ
リス，エジプト，そしてイスラエルへと引き継が
れた。ガザの水不足が問題として浮上するのは，
1948年に大量難民の受け入れを経験してからのこ
とであった。その後は水供給策に長期的展望も改
善もないままに，ガザは６日戦争，ヨム・キプー
ル戦争に巻き込まれ，そしてイスラエルとエジプ
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年に始まった第二インティファーダと度重なるイ
スラエルとの衝突のために，状況の改善の可能性
は一層遠のいた。1990年代後半には，ガザにおけ
る一人当たりの一日の水使用量が約50リットルで
あるのに対して，イスラエルのそれは約250から
300リットルであるという報告が出された47)。パ
レスチナ自治区政府とイスラエルの共同作業で地
下水の分配とコストの削減を話し合い，実施まで
こぎつける努力が必要とされる。
ガザの年間降雨日数は10から30日，降雨量はガ
ザ北部で350ｍ，南部では150ｍにすぎない48)。こ
のような自然がガザに課せられている限り，急激
な状況の改善は求めることは出来ない。ガザの水
不足については，応急措置的解決策として，まず，
トルコからの水の輸入を検討すべきである。また
海水の脱塩装置の設置あるいは汚水処理施設の建
設などを目的として，国際支援を呼びかけていく
ことが必要である。
ハイファ大学のアルノン・ソフェル教授は，海
水を脱塩化した水を輸送することがガザの水問題
の解決策であると指摘する。この策は時間的な手
間も少なく，輸送コストがかからず，またイスラ
エルからの技術供与も可能である。しかし問題は，
イスラエルが低コストの脱塩化を実現していても，
その水を購入するだけの経済力すらないというガ
ザの現状である。また，脱塩化装置を導入すると
いう策については，それに必要な長期的な国際援
助が得られるかどうかは，和平が停滞したままの
2004年の現段階では，まだ先行きが見えてこない。
こうした現状を踏まえて，さらには長期的な国
際協力事業計画として，ナイル川導水計画を再び
検討することは必要であろう。それは，本論冒頭
に示したように，テルアビブ大学のエリシャ・カ
レイ教授が提案し，アラバマ大学のアーロン・ウ
ルフ教授が賛同するように「ナイル川の水はパレ
スチナ自治区へ送り，リタニ川の水はイスラエル
へ分配することが地域の水利権にまつわる紛争を
緩和する政策となる」ことが大いに可能`性を持っ
ているからである。
なお，この結論を提示するにあたって，翻って
ナイル上流国の事'情をもう一度見ておく必要があ
る。なぜなら，ナイル川導水計画の実現性は依然
として上流国との関係が重要な要素となるからで
ある。そこで，エチオピア，スーダンというナイ
ル川上流の二国であるが，ともに貧困を抱え低開
発国である状態は依然として変っていない。
エチオピアは1970年代から1990年代初めまで長
きにわたり，内戦などの政情不穏と大旱魅を経験
し，政治的にも経済的にも混乱が続いている。し
かし注目すべきは水力発電にエネルギー供給を頼
っていたエチオピアが，地熱発電の大きな可能性
を持っていることである。スーダンは世界銀行の
援助を受け，ナイル川河沿岸部で灌慨がすすみ，
一時期は食糧輸出国になる可能性もあったが，エ
チオピアと同じく，旱魎による飢餓が発生し内戦
によって国家経済は崩壊状態になった。1990年代
に，エネルギー源を水力に大きく依存する傾向は
変っていないが，国際協力により油田の開発にも
着手した。
これらの状況からみても，ナイル導水計画が国
際的な会議の議題にあがるまでは，さらなる時間
を要するであろう。しかし，このナイル導水計画
は水政策に関する地域協調を推進すべきであると
いう考えの将来の延長線上に大きな可能性を持っ
ており，上流国の水利用の可能性も含めて，今後
も継続して検討されていくべきであろう。
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